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第１節
エネルギー国際協力体制の
拡大・深化
世界のエネルギー情勢が大きく変化する中、各国

のエネルギー需給構造をより安定化・効率化するた
めには一国での取組だけでなく、多国間及び二国間
のエネルギー協力を戦略的に組み合わせつつ、国際
的な協力を拡大することが重要となってきています。

そのため、2019年度においては、多国間の国際エ
ネルギー枠組みを活用し、エネルギーの安定供給確
保に向けた取組を進めるとともに、二国間の協力を
通じて、アジア各国等との協力やエネルギー供給国
との関係強化を行いました。

＜具体的な主要施策＞

1．多国間枠組みを通じた協力

（1）主要消費国における多国間協力
①国際エネルギー機関（IEA）における協力

IEAは、1974年11月、第一次石油ショックを契機
として、米国の提唱により石油消費国間の協力組織
として設立されました。当初は、国際エネルギー計
画（IEP）に関する協定に基づく石油の90日備蓄義務
及び緊急時対応を始めとするエネルギー問題解決の
ための国際協力が主な活動内容でしたが、現在では、
①低炭素技術の開発促進・省エネ、低炭素技術の開
発・普及のための政策提言、低炭素技術R&Dのた
めの技術協力、②国際石油市場、世界エネルギー需
給、エネルギー技術等の見通しの策定・公表、③中
国やインドを含む新興国、産油国等との協力関係の
構築、④国別エネルギー政策の審査、勧告の実施な
ど幅広い活動を展開しています。現在のメンバー国
は、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、カ
ナダ、チェコ、デンマーク、エストニア、フィンラ
ンド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、
アイルランド、イタリア、日本、韓国、ルクセンブ
ルグ、メキシコ、オランダ、ニュージーランド、ノ

ルウェー、ポーランド、ポルトガル、スロバキア、
スペイン、スウェーデン、スイス、トルコ、英国、
米国の計30か国及びEUです。

IEA設立時は、世界の石油需要の約7割は西側先
進国が占めていたため、メンバー国は西側先進国が
中心でしたが、近年、非参加の新興国が経済成長を
遂げており、IEAはグローバルなエネルギー課題に
取り組むためには、エネルギー需要が増加している
中国等の新興国をIEAの体制に取り込んでいくこと
が重要と考え、2015年の閣僚理事会以降、メンバー
国とは別に「IEAアソシエーション国」という制度的
枠組を設けました。現在、ブラジル、中国、インド、
インドネシア、モロッコ、シンガポール、南アフリカ、
タイの8か国がアソシエーション国となっています。

隔年で閣僚理事会を開催しており、2019年12月
のIEA閣僚理事会には、我が国から松本経済産業副
大臣及び若宮外務副大臣が出席しました。同会合で
は、「エネルギーの未来の構築」をテーマに、①エネ
ルギー安全保障の強化、②持続可能なエネルギーシ
ステムの構築、③アソシエーション参加国との連携
強化（インドとの「戦略的パートナーシップ」の立ち
上げに向けた協議開始）について議論し、成果物と
してコミュニケ（閣僚声明）が10年ぶりに取りまと
められました。

また、IEAは、メンバー国のエネルギー政策及び
緊急時対応政策を審査するため、IEAメンバー国等
によるレビューチームによるピアレビュー（IDR：
国別詳細審査、ERR:緊急時対応審査）を約5年に
一度実施しており、我が国はERRを2018年1月に、
IDRを2020年2月にそれぞれ審査を受けました。

（ア）�国際エネルギー機関分担金� �
【2019年度当初：3.8億円】

同機関の活動・運営費用を、各国分担率に基づき
拠出しました。

（イ）�国際エネルギー機関拠出金� �
【2019年度当初：4.7億円】

「世界エネルギー展望（WEO）」を始めとするエネル
ギー市場の分析、エネルギー技術ロードマップの策
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定等を支援すると同時に、我が国が議長国を務めた
2019年6月のG20軽井沢会合に際し、水素、イノベー
ション、低炭素電源投資等にかかるレポートの発出及
びプレゼンの実施を依頼すべく、IEAメンバー国とし
て拠出を行いました。

②G7における協力
G7エネルギー大臣会合は先進主要7か国（日本、米

国、カナダ、ドイツ、フランス、イギリス、イタリア。
2013年まではロシアを含めてG8）のエネルギー担当
大臣による閣僚会合として、1998年から不定期にサ
ミット議長国が開催しています。2019年は、G7エネ
ルギー大臣会合は開催されませんでした。

③G20における協力
2019年6月15日、16日に、長野県軽井沢町において、

経済産業省は、環境省との共催で、G20持続可能な
成長のためのエネルギー転換と地球環境に関する関
係閣僚会合（G20軽井沢会合）を開催しました。同会
合では、我が国が議長国として、世耕経済産業大臣
と原田環境大臣が共同議長を務め、成果文書として
閣僚声明及び付属文書を採択しました。同会合では、

「環境と成長の好循環」というコンセプトと、それを支
える①イノベーション②民間資金の誘導③ビジネス
環境整備という3本柱の重要性にG20全体で合意しま
した。また、本コンセプトを実現していくための具体
的なアクションを明記した「G20軽井沢イノベーショ
ンアクションプラン」に合意しました。

特に、エネルギー分野では、エネルギー転換の推
進力としてのイノベーションの重要性について共通
認識を得るとともに、水素やCCUS、カーボンリサ
イクルなど、様々な分野でのイノベーション推進の
重要性、またエネルギー安全保障の確保について、
世界のエネルギー需要の8割以上を占めるG20が取
り組むことの重要性を共有しました。

2019年6月28日、29日には、大阪市においてG20
サミットが開催され、安倍総理が議長を務めました。
成果文書として、「大阪首脳宣言」を発出し、G20軽
井沢会合の成果に留意するとともに、イノベーショ
ンによって「環境と成長の好循環」を加速させること
の重要性や、エネルギーイノベーションの推進及び
エネルギー安全保障の確保の重要性について盛り込
まれました。

2020年のG20議長国はサウジアラビアであり、9
月にG20エネルギー大臣会合、11月にG20サミット
が開催される予定です。

（2）アジア地域における多国間協力
①ASEAN+3・東アジア地域における協力

アジア地域におけるエネルギー需要の急増を踏ま
え、アジア規模でのエネルギーの安全保障と持続可
能性を確保するため、2004年から、ASEAN+3エネ
ルギー大臣会合が（ASEANと日中韓の13か国の代
表が出席）、2007年からは、東アジアサミット（EAS）
エネルギー大臣会合（ASEAN、日中韓、オーストラ
リア、インド、ニュージーランド、米国、ロシアの
18か国の代表が出席）が開催されています。

2019年9月、タイにおいて、第16回ASEAN+3エ
ネルギー大臣会合及び第13回EASエネルギー大臣
会合が開催され、我が国からは磯崎経済産業副大臣
が出席しました。

今回の会合では、日本が主導する、水素社会と運
輸部門における脱炭素化実現に向けた協力等に対し
各大臣から感謝の意が示されるとともに、CCUS/
カーボンリサイクルに対する投資促進を行なってい
くことが、各大臣から歓迎されました。

また、会合では、高効率石炭火力発電を含むクリー
ンコール技術の重要性や天然ガス活用に向けた協力
の必要性の認識が共有されました。加えて、日米が
協力して行うLNGバリューチェーンに関する人材
育成が、各大臣より歓迎されています。

我が国の提案により、ビジネス主導で低炭素技術
が普及していくための環境整備を進めていく観点か
ら、ASEAN＋3の枠組みの下で、新規イニシアティ
ブ と し てCEFIA（Cleaner Energy Future Initiative 
for ASEAN）が立ち上げられました。

さらに、我が国が実施している、省エネルギー、
再生可能エネルギー、石油備蓄、原子力安全の分野
での人材育成などの協力事業が紹介され、参加国か
ら歓迎されました。

○東アジア経済統合研究協力拠出金� �
【2019年度当初：6.1億円】
EAS中期エネルギー政策調査研究ロードマップに

基づき、地域での水素利用拡大、電動自動車普及に
よる影響評価、LNG需要の拡大/市場の確立、石炭・
バイオマスの有効利用によるCO2削減等に関する調
査研究等を実施するために東アジア・アセアン経済
研究センター（ERIA）に拠出を行いました。

②アジア太平洋経済協力（APEC）における協力
1989年11月にオーストラリア（キャンベラ）で開

催された第1回APEC閣僚会議において、エネルギー
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問題に対する域内協力の重要性と、これを専門に議
論する場を設定することで一致しました。これを受
けて、1990年にエネルギー作業部会（EWG）が設立
され、さらに1996年には、よりハイレベルなエネ
ルギー政策対話を行うため、シドニーにおいて第1
回APECエネルギー大臣会合が開催され、2015年ま
でに計12回開催されています。

これまでのAPECエネルギー大臣会合において我
が国が提案し、合意された事項に基づき、①APEC
メンバーのエネルギー効率向上に向けた取組状況を
レビューする「エネルギー効率ピアレビュー」、②急
速な都市化に直面するAPEC地域において、都市レ
ベルで低炭素技術を統合的に導入することを目指す

「APEC低炭素モデルタウンプロジェクト」、③石油
及びガスの供給途絶時における対応能力の強化を図
るための「APEC石油・ガス・セキュリティエクサ
サイズ」を着実に実施しました。

なお、2019年APECの議長はチリが務めました
が、10月30日、チリのピニェラ大統領は、治安等
国内情勢を理由に、11月16 ～ 17日に予定されてい
たAPEC首脳会議開催中止の決定を発表しました。

 
（ア）�アジア太平洋経済協力拠出金� �
【2019年度当初：1.1億円】

アジア太平洋地域における低炭素技術の普及に向
けたプロジェクト（APEC低炭素モデルタウンプロ
ジェクト）や、APEC域内のエネルギー効率の向上
やエネルギー源の多様化に資するプロジェクト等を
支援するために、APEC事務局に拠出を行いました。

 
（イ）�アジア太平洋エネルギー研究センター�

【2019年度当初：6.7億円】
APECに参加する国・地域の省エネルギー政策の

相互審査（ピアレビュー）の実施、「APECエネルギー
需給見通し」の作成、アジア太平洋地域のエネルギー
統計整備のための研修生受入・専門家派遣、「LNG
産消会議」の開催、石油及びガスの供給途絶時にお
けるAPEC各エコノミーの対応能力強化に向けたエ
クササイズ開催等のために、アジア太平洋エネル
ギー研究センターに拠出を行いました。

（3）その他の多国間協力（生産国と消費国の対話等）
①国際エネルギーフォーラム（IEF）における対話

IEFは、世界70か国の石油・ガス等の産出国と消
費国のエネルギー担当大臣及びIEA、OPECを始め
とする国際機関の代表が一堂に会する重要な「産消

対話」の場です。産消対話を行うことにより、産消
国双方が相互に理解を深め、健全な世界経済の発展
や供給と需要の安定確保のために安定的かつ透明性
のあるエネルギー市場を促進することを目的とし
て、1991年に第1回会合をパリで開催し、以降1 ～
2年ごとに開催されています。

2019年9月に、アラブ首長国連邦にて、第8回ア
ジア産消国閣僚会合が開催され、我が国から資源エ
ネルギー庁関係者が出席しました。同会合では、「変
化の時代におけるエネルギー安全保障」をテーマに、
各国政府、エネルギー関連国際機関、企業等が一堂
に会し、エネルギー市場の現状と見通し並びにその
課題等を議論しました。我が国からは、G20軽井沢
会合等において議論を深めた、世界のエネルギー転
換におけるイノベーションの重要性を改めて強調
するとともに、我が国の具体的取組の一つとして、
2019年9月に開催されたLNG・水素・カーボンリサ
イクルの3つの国際会議について紹介しました。

また、IEFではエネルギー関連の7つの国際機関
（APEC、EU、IEA/OECD、IEF、OLADE（中南米
エネルギー機関）、OPEC、国連）で協力をし、石油
と天然ガスの統計を整備する国際機関共同データイ
ニシアチブ（JODI）を進めており、2005年にJODI-
Oil（石油の統計データベース）、2014年にJODI-
Gas（天然ガスの統計データベース）が開始されて
います。国際機関が協力して情報共有を進め、エネ
ルギー需給の動向についての正確かつタイムリーな
情報が市場に提供されることで、市場の透明性が増
し、過度の価格乱高下を抑制できると考えられてお
り、現在、JODIは、世界の石油･ガス需給の9割以
上を網羅しています。我が国は、資金・人材の両面
でJODIの発展に寄与しています。

（ア）�国際エネルギーフォーラム（IEF）分担金� �
【2019年度当初：0.1億円】　

同機関の活動・運営費用を、各国分担率に基づき
拠出しました。

（イ）国際エネルギーフォーラム（IEF）拠出金
　　【2019年度当初：0.1億円】　

IEF閣僚会合の開催支援を行うとともに、国際機
関共同データイニシアチブ（JODI）事業への貢献の
ために、IEF事務局に拠出を行いました。
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②国際再生可能エネルギー機関（IRENA）における協力
IRENAは、再生可能エネルギーの普及・持続可

能な利用促進を目的として設立された国際機関で
あり、我が国は、2010年7月から正式に加盟しまし
た。事務局はUAEのアブダビに設置されています。
IRENAの主な活動は、①メンバー国の政策、制度、
技術、成功事例の分析・体系化、②他の政府・非政
府機関等との協力、③政策助言、④技術移転、⑤人
材育成、⑥資金に関する助言、⑦研究ネットワーク
の展開、⑧国際的技術基準の作成等です。

2019年6月、日本にて、｢G20持続可能な成長のた
めのエネルギー転換と地球環境に関する関係閣僚
会合｣ が開催され、IRENAから変動再生可能エネル
ギーの系統統合に係る調査レポートが発表されまし
た。また、本会合に出席したラ・カメラ事務局長と
世耕経済産業大臣が会談し、世界の再生可能エネル
ギーの導入を拡大していくこと、また、水素分野の
協力についても議論を行いました。

2019年9月、日本にて、第2回水素閣僚会議が開
催され、IRENAから再生可能エネルギー由来の水
素に係る調査レポートが発表されました。

2019年10月、ドイツにてIEA及びドイツ経済エネ
ルギー省により開催された「再生可能エネルギーの
系統統合に関する国際閣僚会議」の際に、ラ・カメ
ラ事務局長と松本経済産業副大臣が会談を実施し、
これまでのIRENAの活動に対する日本の貢献に対
して謝意が示されるとともに、将来の協力について
意見交換が行われました。

2020年1月、第10回IRENA総会が開催され、日本か
ら若宮外務副大臣が出席し、再生可能エネルギーのさ
らなる普及拡大に向けた日本の方針や取組に関するス
ピーチを行いました。さらに、本総会において、初め
て水素分野における閣僚級イベントが開催され、我が
国からは日本の水素分野における取組を紹介しました。

（ア）�国際再生可能エネルギー機関分担金� �
【2019年度当初：2.6億円】 

IRENAを通じ、我が国単独では十分な成果が見
込めない大規模な調査や普及活動を実施することに
より、再生可能エネルギーを国際的に普及させるた
め、同機関の活動・運営費用を、各国分担率に基づ
き、外務省、農林水産省、経済産業省、環境省の4
省共同で分担しました。

（イ）�国際再生可能エネルギー機関拠出金� �
【2019年度当初：0.5億円】

経済産業省からは、①再生可能エネルギーと水素
利活用に関する調査、②地熱発電に関する制度構築
支援・普及活動、③東南アジア等における再生可能
エネルギー導入推進事業等の実施のため、分担金に
加え同機関の活動費用の拠出を行いました。

③国際省エネルギー協力パートナーシップ（IPEEC）
における協力
IPEECは、我が国のイニシアチブにより2009年

に設立された、参加各国の省エネルギー対策の自主
的な取組を支援するための国際協力枠組みです。メ
ンバー国は、日本、米国、カナダ、ドイツ、フラン
ス、英国、イタリア、ロシア、中国、韓国、ブラジ
ル、メキシコ、インド、オーストラリア、南アフリ
カ、アルゼンチン、EUであり、IEAに加盟してい
ない中国やインドといった新興国も加盟しているこ
とが特徴です。我が国は、省エネルギー制度や先進
的なエネルギー管理事例の情報提供を通じて各国と
の協力関係を築くとともに、特に、産業分野のエネ
ルギー管理を推進するタスクグループである「エネ
ルギー管理行動ネットワーク（EMAK）」や、従来型
発電のエネルギー効率の改善支援を行い、低炭素化
に貢献する「高効率低排出タスクグループ（HELE）」
の取組を積極的に行いました。

④クリーンエネルギー大臣会合
クリーンエネルギー大臣会合（CEM）は、世界の主

要25か国及び地域から構成される、クリーンエネル
ギーの普及促進を目的とした国際会合です。

2019年5月に、カナダ（バンクーバー）において第10
回CEMが開催され、我が国からは磯崎経済産業副大
臣が出席しました。本会合では、世界におけるクリー
ンエネルギー導入の進展を確認し、その課題を参加
国間で共有した上で、再生可能エネルギー導入拡大
と電力システムの柔軟性、スマートなエネルギー利用、
クリーンエネルギー分野での労働力とコミュニティと
いったテーマ設定の中で、クリーンエネルギーの推進
に向け各国が抱える課題と機会について、出席閣僚
間で活発な議論が行われました。日本からは、水素
の市場拡大に向けた取組を行う新たなCEMの活動に
ついて参加を表明するとともに、世界のクリーンエネ
ルギー推進に貢献していくことを表明しました。
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⑤エネルギー憲章条約
エネルギー憲章条約（ECT：Energy Charter Treaty）

は、エネルギー貿易の自由化を促進し、投資保護の
枠組みを有する条約であり、2019年9月現在、世界で
50か国及び2国際機関が条約を締結しています。2015
年5月には、新興国の台頭及びそれに伴う世界のエネ
ルギー需給構造の変化、気候変動問題への危機感の
高まり等を踏まえ、条約の基礎となった1991年の政治
宣言「欧州エネルギー憲章」を近代化した「国際エネル
ギー憲章（International Energy Charter）」が採択され
ました。その署名には、既存の条約締約国のみならず、
中国、韓国、カンボジア、チリ、コロンビア、タンザ
ニア、ニジェール等、まだ条約を批准していない新し
い国が20か国以上も参加し、これまでの旧ソ連及び
東欧諸国、EU諸国中心のものから、地理的な広がり
を持ちつつあります。

2019年12月には、ブリュッセルにおいて、エネルギー
憲章会議第30回会合が開催され、我が国からは兒玉
在EU日本政府代表部大使が出席しました。会合にお
いては、「再生可能エネルギー、エネルギー多様化及
びエネルギー効率への投資の促進」というテーマの下、
エネルギー転換やイノベーションの重要性などについ
て議論が行われました。また、会合では大きく変化す
る世界のエネルギー情勢に適切に対応するため、ECT
の近代化に係る交渉を開始することが決まりました。

○エネルギー憲章条約分担金� �
【2019年度当初：1.2億円】
エネルギー分野における投資促進、エネルギー貿

易及び通過の自由化に関する各種活動（報告書作成、
ワークショップの開催等）、締約国会議であるエネ
ルギー憲章会議の開催のため、エネルギー憲章条約
の補助機関である事務局に拠出を行いました。

⑥多国間枠組を通じた人材育成等
日本は、2014年以降毎年、再生可能エネルギーを

普及させるための人材育成の観点から、IRENAと共
催し、アフリカやアジア・太平洋島嶼国等を対象と
した再生可能エネルギーに関する研修プログラム/
ファイナンスワークショップを開催しており、2019
年度は11月に東京及び宮古島で開催しました。

⑦証券監督者国際機構（IOSCO）との連携
経済産業省は、商品取引所及び取引所外取引にお

ける相場操縦行為等の不公正取引の監視強化や透明
性向上のために、証券監督者国際機構（IOSCO）の

活動に積極的に参画しています。商品先物取引に関
連する成果の一例として、IOSCOは、規制された
取引所でのエネルギー商品を含む現物受渡デリバ
ティブ商品の価格形成プロセスについて調査を実施
し、「商品デリバティブ市場価格への倉庫及び受渡
施設の影響に関する報告書」として2016年5月に公
表しましたこの報告結果に則り、2019年2月に適正
な行為規範を示した「『商品倉庫および受渡施設の健
全な慣行』報告書」を公表しました。

⑧商品先物市場監督当局間の協力
経済産業省は、各国の先物監督当局間で行われる

会合に定期的に参加するなどして、積極的に情報交
換、協力を行っています。また、IOSCOの包括的
な協議・協力及び情報交換に関する多国間覚書の枠
組みに参加し、これに基づいて、市場監視のために
各国の当局との情報交換を実施する体制を整えてい
ます。

⑨秋のエネルギー3国際会議
2019年9月、経済産業省は、東京において「LNG

産消会議2019」及び「第2回水素閣僚会議」、「第1回
カーボンリサイクル産学官国際会議」からなる「秋の
エネルギー 3国際会議」を開催しました。LNG、水素、
カーボンリサイクルは、エネルギー転換・脱炭素化
を推し進める上で重要な3分野であり、かつ相互に
密接に関連することから、「秋のエネルギー 3国際
会議」として今回初めて3つの会議が同時期に開催
されることとなりました。

同会議中、菅原経済産業大臣及び牧原経済産業副
大臣は、3会議に出席した各国の閣僚と、2国間の
エネルギー協力について個別会談を行いました（詳
細は二国間協力の欄を参照）。

（ア）�LNG産消会議2019� 
2019年は、日本が世界に先駆けてLNG輸入を開

始してから50周年に当たりました。第8回目となる
LNG産消会議2019では、閣僚級、関係企業のトッ
プを含め32の国・地域・機関から約1,200人の参加
がありました。本会議では、中東地域をはじめ世界
のエネルギー情勢の今後に注目が集まる中、LNG
の次の50年を見据え、エネルギー安全保障や気候
変動問題の中でLNGが果たす役割や、生産国・消
費国間の連携等について、各国閣僚や関係企業トッ
プ等の関係者で議論を深めました。

また、菅原経済産業大臣は、冒頭のスピーチに
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おいて、LNG市場拡大に向けた日本の約束として、
LNG関連プロジェクトへの100億ドルの追加ファイ
ナンスの供与や、LNG関係国に対して、｢1000人研
修｣ を実施することで、新しい供給源とアジアの需
要の結び付け、LNG市場の発展を先導することを
発表しました。

（イ）�第2回水素閣僚会議�
2019年9月に開催した第2回水素閣僚会議では、第

1回の参加者を大きく超える35の国・地域・機関から
約600人の参加がありました。それぞれの国や機関
での取り組み状況を共有し、グローバルな水素の活
用について議論を深め、菅原経済産業大臣は、各国
の水素・燃料電池に関する行動指針として、「グロー
バル・アクション・アジェンダ」を議長声明として発
表しました。今後10年で水素ステーション1万カ所、
燃料電池システム1千万台など野心的な世界目標の
共有や、インフラ整備、各国の規制・制度の調和など、
今後の取組が包括的に記載されております。

（ウ）第1回カーボンリサイクル産学官国際会議�
パリ協定の発効により、温暖化対策へのモメンタ

ムが一層強くなる一方で、世界のエネルギー需要は
今後も増加していくと予測されています。環境と成
長の好循環の実現に向け、カーボンリサイクルは重
要かつ有望な分野の一つとなります。今回、カーボ
ンリサイクルに関して議論する世界初の国際会議を
開催し、世界の最新の知見、国際連携の可能性を確
認するとともに、菅原経済産業大臣から相互交流の
推進（”C”aravan）や、実証研究拠点の整備（”C”enter 
of Research）、国際共同研究の推進（”C”ollaboration）
からなる「カーボンリサイクル3Cイニシアティブ」が
発表されました。本会議には、20の国・地域・機関
から約450人が参加しました。

2．二国間協力の推進

（1）先進諸国との協力
①日米協力

米国は、2019年9月に原油貿易における輸出が輸
入を上回り、70年ぶりに純輸出国となりました。ま
た、天然ガス分野では、2017年に初めてシェール
ガス由来のLNGが日本に輸入され、その後も米国
産LNGの輸入が拡大しています。2019年にも、日
本企業が参画するキャメロンLNGとフリーポート
LNGが新たにLNGの生産を開始しました。今後、

米国からの石油・天然ガスの輸入が拡大することは、
供給源の多角化によるエネルギーの安定供給に資す
るだけでなく、仕向地が自由な米国産LNGにより、
柔軟かつ透明性の高い国際LNG市場の構築にも寄
与することが期待されます。こうした中、日米エネ
ルギー協力は、世界のエネルギー市場の安定とエネ
ルギー安全保障の観点において重要な意味を持つも
のとなっています。

2019年4月、安倍総理は米国にてトランプ米国大
統領と会談を行い、両首脳は「自由で開かれたイン
ド太平洋」を促進するための公正なルールに基づく
経済発展を歓迎しました。

また、2019年5月にも、安倍総理は訪日中のトラ
ンプ米国大統領と会談を行い、エネルギー、デジタ
ル及びインフラ分野を含め、「自由で開かれたイン
ド太平洋」の実現に向けた日米協力が着実に進展し
ていることを歓迎し、今後とも、日米で手を携え、
この日米共通のビジョンの実現に向けた協力を力強
く推進していくとの意思を再確認しました。

2019年6月、G20持続可能な成長のためのエネル
ギー転換と地球環境に関する関係閣僚会合におい
て、世耕経済産業大臣、ブルイエット米国エネルギー
副長官（当時）、カニェーテ欧州委員は、水素・燃料
電池技術に関する三国・地域間の協力を強化するこ
とを確認し、共同宣言（Joint Statement）を発表しま
した。

加えて、世耕大臣はブルイエット米国エネルギー
副長官と会談を行い、「自由で開かれたインド太平
洋」の実現に向けた日米協力の一つとしてLNG分野
の協力を継続していくことを確認しました。また、
原子力分野では、米国が建設を検討するVTR（多
目的試験炉）計画への研究協力に関する覚書への署
名を歓迎し、最終処分、廃炉等の協力を含め、日米
の原子力協力のさらなる強化について議論しまし
た。2020年1月、梶山経済産業大臣は米国にてブル
イエット米国エネルギー長官と会談を行い、LNG
や原子力、CCUS/カーボンリサイクル等の分野に
おける協力関係や現下の国際的なエネルギー情勢に
ついて認識の共有を図り、緊密な連携を進めていく
ことで一致しました。

②日加協力
カナダは世界有数のエネルギー資源国であり、

石油、天然ガス、石炭、ウランに加えて豊富な水
力資源を有しています。日加間においては、LNG
カナダプロジェクトなど、LNG分野での協力を中
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心として様々な分野でのエネルギー協力が進展し
ています。

2019年6月、石川経済産業大臣政務官は、G20持
続可能な成長のためのエネルギー転換と地球環境
に関する関係閣僚会合出席のために訪日していた
ルフェーブル天然資源大臣政務官と会談を行いま
した。会談では、今回世耕経済産業大臣とソヒ天
然資源大臣との間で署名された、エネルギー分野
における協力覚書を歓迎するとともに、石油・天
然ガス分野をはじめとした、二国間協力について
議論しました。

③日仏協力
日仏両国は、石油・天然ガスの多くを輸入に依存

する点、今後のエネルギー源の多様化を追求する点
等、エネルギー需給構造、エネルギー政策に多くの
共通点が存在します。

2019年6月、世耕経済産業大臣とド・リュジ連帯・
エコロジー転換大臣との間で、低炭素で、低廉で、
安定なエネルギーシステムの実現に向け、再生可能
エネルギーや水素、原子力、省エネルギー等の技術
のイノベーション分野における二国間協力を深化す
べく、「エネルギー転換のためのイノベーションに
関する協力覚書」に署名しました。

同月、安倍総理は訪日したマクロン仏大統領と会
談を行い、「『特別なパートナーシップ』の下で両国間
に新たな地平を開く日仏協力のロードマップ（2019
～ 2023年）」を発出しました。両首脳は、「エネルギー
転換のためのイノベーションに関する協力覚書」の署
名を歓迎するとともに、エネルギー転換のためのイ
ノベーション分野における協力を深化させることで
一致しました。

原子力分野においては、2011年10月の東京での日
仏首脳会談における両国首脳の主導により設置された
原子力エネルギーに関する日仏委員会の第9回会合を
2019年10月に東京にて開催し、両国の原子力エネル
ギー政策、原子力安全協力、使用済燃料の管理を含
めた核燃料サイクル、放射性廃棄物の管理、高速炉
を含めた研究開発、廃炉及び環境回復並びに産業協
力等について、意見交換を行いました。また、高速炉
開発については、2019年6月の日仏首脳会談の機会に、
経済産業省、文部科学省、フランス原子力・代替エネ
ルギー庁との間で、2020 ～ 24年の新たな協力の枠組
みを定めた「一般取決め」に署名し、同年12月には、具
体的な協力内容や条件を定めた下位の取決めである

「実施取決め」が実施機関間で署名されました。

④日英協力
英国は、安定的でクリーン、かつ適正な価格のエ

ネルギー供給の確保等の観点から、1990年代に電
力市場の自由化を先行して実施し、世界最大規模の
発電容量を誇る洋上風力を含む再エネや、省エネ、
原子力発電を推進しています。

2020年2月、経済産業省と英国ビジネス・エネル
ギー・産業戦略省は、日英間の産業協力の深化・発
展を目的とした「日英産業政策対話」を開催しました。
田中経済産業審議官とチズム英国ビジネス・エネル
ギー・産業戦略省次官が出席し、エネルギー・気候
変動分野における日英の政策や、2019年7月に両省間
で署名された「クリーンエネルギーイノベーションに
関する協力覚書」に基づく、水素やCCUS、原子力等
に関する今後の協力について意見交換を行いました。

原子力分野については、2012年4月に発出された
日英両国首相による共同声明に基づき、日英原子力
年次対話を設置しています。2019年11月にロンド
ンで開催した第8回日英原子力年次対話では、原子
力研究開発、廃炉・環境回復、原子力安全・規制等、
原子力政策全般に関する意見交換を行いました。

⑤日独協力
独政府は長期的に大部分のエネルギー供給源を再

生可能エネルギーとし、建物･機器を中心に省エネ
ルギーを強化する方針の下、導入コストに配慮した
再生可能エネルギー増大とそれに対応した送電網の
整備など、大幅にエネルギー政策を転換しています。
また、電力小売市場全面自由化から20年以上経て
おり、電力システム改革について知見･経験を有し
ています。

2019年6月、ファイヒト独経済エネルギー省次官
がG20軽井沢会合にあわせて訪日し、髙橋資源エネ
ルギー庁長官と会談しました。同会談において、「日
本国経済産業省とドイツ連邦共和国経済エネルギー
省とのエネルギー転換における協力宣言」に署名し、
エネルギー分野における包括的な協力が盛り込まれ
ました。また、2019年10月には松本経済産業副大臣
が、IEA及び独経済エネルギー省の共催による再生
可能エネルギーの系統統合に関する国際閣僚会議に
出席した際、ファイヒト独経済エネルギー省次官と
会談し、蓄電池を活用した電力系統安定化に関する
共同実証プロジェクトの進展を歓迎しつつ、今後の
水素分野での協力について意見交換を行いました。

2020年2月、上記協力宣言に基づき日独エネル
ギーハイレベル対話が開催され、両国はエネルギー
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協力の具体化に向けたロードマップに署名しまし
た。これに基づき、日独両国は、水素とエネルギー
転換に関するワーキンググループを設置し、より具
体的な協力内容にかかる実務的な議論を進めていく
予定です。

⑥欧州委員会との協力
2019年6月、G20軽井沢大臣会合に際して、世耕

経済産業大臣はアリアス＝カニェーテ欧州委員と
面談し、水素、LNG、CCUS/カーボンリサイクル
等の分野での日EU間の協力について議論しました。
また、日EU間でのイノベーション協力に関する共
同ステートメントに合意するとともに、日米EU間
での水素分野での協力に関する共同宣言に合意しま
した。

2019年9月、安倍晋三内閣総理大臣は、ブリュッ
セルにて「欧州連結性フォーラム」に出席し、ユン
カー欧州委員会委員長と共同議長を務めました。ま
た、両首脳は、「持続可能な連結性及び質の高いイ
ンフラに関する日EUパートナーシップ」文書に署名
しました。エネルギー分野では、水素及び燃料電
池、電力市場の規制並びに液化天然ガスの世界市場
といった分野において引き続き協力し、持続可能な
エネルギー連結性を引き続き支持することに合意し
ました。

⑦日豪協力
日豪両国は、石炭、LNG、水素等の資源・エネ

ルギーの分野において重要なパートナーであり、
1985年以来、国際エネルギー情勢や両国のエネル
ギー政策等を議論する二国間対話の場として、日
豪エネルギー資源対話（JAERD）を開催しています。
2020年2月には、第38回JAERDを実施し、LNG、石
炭、カーボンリサイクル、鉱物資源、水素、省エネ
ルギー、再生可能エネルギー、エネルギー市場等の
課題、さらに今後の二国間協力の強化に関して議論
を行いました。

2019年6月にG20軽井沢会合において、世耕経済
産業大臣がテイラー・エネルギー・排出削減大臣と
会談し、水素やカーボンリサイクル等の協力につい
て議論しました。また、これまで進めてきたエネル
ギー分野の二国間協力をさらに強化するために、同
分野の協力に関する覚書に署名しました。

2019年9月にカーボンリサイクル産学官国際会議
において、菅原経済産業大臣がキャナバン資源・北
部豪州担当大臣と会談し、カーボンリサイクルに関

する協力覚書を締結しました。これは、同会議で菅
原大臣によって公表されたカーボンリサイクル3C
イニシアティブ（相互交流の推進、実証研究拠点の
整備、国際共同研究（コラボレーション）の推進）の
うち、コラボレーション推進の第1号であり、今後、
カーボンリサイクルWGを設置し、両国政府関係者
及び必要に応じ産業界なども交えて、共同プロジェ
クトの可能性について協議を実施していきます。

2020年1月には梶山経済産業大臣が豪州を訪問
し、日豪経済閣僚対話において初めてエネルギー・
資源分野を取り上げ、豪州と協力を進めている水素
やカーボンリサイクル、重要鉱物をはじめ、幅広い
分野について意見交換を行いました。また、キャナ
バン資源・北部豪州担当大臣とともに、水素及び燃
料電池分野の協力に関する共同声明に署名しまし
た。さらに、同大臣と会談を行い、LNGに関する
継続的な協力関係を確認するとともに、水素や重要
鉱物分野での今後の協力などについても議論を行い
ました。

（2）アジアとの協力
①日インド協力

インドは、米国、中国に次ぐ世界第3位のエネル
ギー消費国で、経済発展や電化の進展により、今後
ますますエネルギー需要が増加することが予想され
ています。そのようなインドのエネルギー資源安定
供給確保とエネルギー効率向上は、日本のエネル
ギー安全保障にとっても重要であり、両国の経済発
展にも直結する重要な政策課題になっています。

こうした背景を踏まえ、エネルギー分野における
両国の協力拡大を図る観点から、2006年の首脳合
意を受けて、閣僚級の枠組みである「日印エネルギー
対話」を立ち上げました。両国閣僚の相互訪問によ
り、2007年以降、計10回の対話を実施しています。

2019年12月には第10回日印エネルギー対話を行いま
した。前回対話で合意した「日印エネルギー転換協力プ
ラン」に基づき、電力・再生可能エネルギー、省エネ、
石炭、石油・天然ガス、水素の分野での協力の進捗状
況を確認するとともに、変動再生可能エネルギー及び
電気自動車の電力システムへの統合に向けた、技術協
力・制度協力・人的協力の3本柱からなるロードマッ
プを両大臣間で承認しました。インドでは、電力量の
不足は解消されつつありますが、周波数や電圧等、電
力品質や系統安定化に課題があります。さらに、イン
ドは、2022年までに175GWという大規模な再生可能エ
ネルギーの導入目標を掲げていますが、再生可能エネ
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ルギーは出力が変動しやすく、さらに今後インドでの
電気自動車の普及も見込まれていることを踏まえると、
系統の強化・安定化がより重要になっていきます。今
回のエネルギー対話で承認されたロードマップに基づ
き、日印間の協力が進展し、日本の系統安定化技術を
導入することにより、インドの経済発展に不可欠な電
力インフラの強化に貢献することが期待されます。

その他、省エネについては、2018年に日本の支
援で成立したインド版省エネガイドラインの普及や
工場の省エネマニュアル作成の支援に向け、専門家
派遣等の協力を継続しています。石炭火力発電につ
いては、技術交流会等を通じて、環境設備対応やバ
イオマス混焼などの環境協力を実施しています。

水素分野における協力については、2019年2月
にデリーで第1回となる水素及び燃料電池に関する
ワークショップを開催し、両国の水素政策や技術動
向などの情報交換を始めました。2020年3月には、
デリーで第2回ワークショップを開催し、日印協力
の具体化について議論しました。

②日インドネシア協力
インドネシアは、日本にとって有数の石油・天然

ガス及び石炭など天然資源の輸入相手国であり、複
数の日本企業が多くのLNGプロジェクトや再生可
能エネルギー関連プロジェクトに参画しています。

2019年6月にG20軽井沢会合において、世耕経済
産業大臣がジョナン・エネルギー・鉱物資源大臣と
会談し、天然ガスや電力分野等での二国間の協力に
ついて議論しました。また、二国間のエネルギー分
野での協力に関する覚書に署名するとともに、イン
ドネシア政府と国際石油開発帝石による、マセラ鉱
区での天然ガス開発プロジェクトに関する基本合意
書の署名に立ち会いました。

2019年10月にインドネシアで第6回日インドネシ
アエネルギーフォーラムを開催しました。同フォー
ラムでは、日本、インドネシア政府関係者及び関係
企業からそれぞれ100名超が出席し、プレナリーセッ
ションでは、電力、石油、天然ガス、石炭、新・再
生可能エネルギー、省エネルギーなどの分野におけ
る政策、今後の計画や協力事業等について、両国か
らプレゼンテーションを行い、政策の共有と今後の
協力に向けた議論を行いました。また、両国関係者
間で個別セッションを実施し、新たなプロジェクト
形成に向けた議論や、プロジェクト加速化のための
懸案事項解消に向けた集中的な議論を行いました。

③日ベトナム協力
ベトナムは、石炭、石油・天然ガス、鉱物資源を

豊富に保有する資源国であり、日本にとって重要な
良質な無煙炭の供給国です。

2019年8月にベトナム商工省と第2回目の日越エネル
ギーワーキンググループがハノイで開催されました。
当ワーキンググループの開催は、2017年11月に世耕経
済産業大臣とベトナムのアイン商工大臣が「エネルギー
分野の協力覚書」に署名し、両大臣の間で行われている
日越産業・貿易・エネルギー協力委員会の下に、エネ
ルギーワーキンググループを設置することに合意した
ことをうけて実施されました。当ワーキンググループで
は、エネルギー政策及び石油・天然ガス、石炭、再生
可能エネルギーとスマートグリッド、省エネルギーな
どを含むエネルギー分野の協力について協議しました。
これにより、エネルギー需要が急増しているベトナム
において、我が国とのエネルギー分野での協力がさら
に強化されることが期待されます。また、JOGMEC等
の政府関係機関を通じ、LNGバリューチェーン構築に
関する人材育成を実施する等幅広い協力を行いました。

④日タイ協力
2020年1月にタイエネルギー省と第4回目の日タイ

エネルギー政策対話が大阪で開催されました。当政
策対話では、石油・天然ガス、電力（EV）、再生可能
エネルギー、省エネルギー、スマートシティなどを
含むエネルギー分野の協力について協議しました。
これにより、エネルギー需要が急増しているタイに
おいて、我が国とのエネルギー分野での協力がさら
に強化されることが期待されます。また、タイでは
国内ガスの生産が減退しており、近年LNGの輸入国
になっていることから、JOGMEC等の政府関係機関
を通じ、LNGバリューチェーン構築に関する人材育
成を実施する等幅広い協力を行いました。

⑤日中協力
中国は世界最大のエネルギー消費国であり、中国

のエネルギー利用効率の向上は日本のエネルギー安
全保障にとって重要な課題です。また、中国におい
ては、大気汚染等の深刻化に対処すると共にCO2排
出削減を図るため、エネルギー利用効率の向上や太
陽光や風力などの再生可能エネルギーの導入拡大が
図られているところです。

こうした状況を踏まえ、2019年12月、日中の官民
による省エネルギー・環境協力を推進するためのプ
ラットフォームとして「第13回日中省エネルギー・環
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境総合フォーラム」を東京で開催しました。日本側か
らは梶山経済産業大臣、松本経済産業副大臣、小泉
環境大臣、中国側からは張勇国家発展改革委員会副
主任、李成鋼商務部部長助理を始め、両国合わせて
800名を超える官民関係者が参加し、26件の協力プ
ロジェクト文書が交換されました。同フォーラムで
は、梶山経済産業大臣より、今後の協力の注力分野
の一つとして水素の利活用の拡大を挙げ、中国の豊
富な再生可能エネルギーを用いた水素製造のポテン
シャルについて言及しました。また、「省エネ促進分
科会」や「クリーンコール分科会」、今回初めて設置さ
れた「水素分科会」等の6つの分科会を開催し、日中
双方の実務者レベルの意見交換を行い、さらなる協
力に向け、日中両国の政府・民間企業間で数多くの
具体的かつ前向きな議論がなされました。

⑥日バングラデシュ協力
バングラデシュの経済発展は著しく、人口増と高

い経済成長率を背景に、エネルギー需要も伸びてい
ます。バングラデシュは天然ガスの産出国ですが、
2020年以降は国内ガス生産が減少すると予想され
ている一方、経済成長により産業用、民生用ともに
需要が増えており、2018年にはカタールから液化
天然ガス（LNG）の輸入を開始するなど、新たな局
面を迎えています。こうした状況を踏まえ、日本と
バングラデシュは、エネルギー分野での課題解決の
ため官民一体となって協力するため、2019年7月に
ダッカで開催された第4回日本・バングラデシュ官
民合同経済対話で、新たにエネルギー・ワーキング
グループ（WG）を設立することに合意しました。同
年10月にダッカで第1回WGを開催し、エネルギー
協力について議論を行いました。
 
（3）エネルギー供給国等との関係強化
①日サウジアラビア協力

サウジアラビアは、世界有数の産油国であるとと
もに、我が国にとって第1位の原油供給国です。ま
た、産油国の中でも特に主要な位置付けにあり、大
きな余剰生産能力を持つことから、国際原油市場の
安定に大きな影響力を有しています。こうしたこと
から、石油の大部分を輸入に頼る我が国にとって、
同国との関係強化は重要な課題であり、2007年に
立ち上げた日サ産業協力タスクフォースを通じ、投
資促進、人材育成、中小企業支援等、エネルギー分
野にとどまらない幅広い協力・関係強化を官民一体
となって推進してきました。

日サウジ両国は、2017年3月の安倍総理とサルマ
ン・サウジアラビア国王との首脳会談において、二
国間協力の基本的な方向性と具体的なプロジェクト
をまとめた「日・サウジ・ビジョン2030」に合意し、
新たな戦略的パートナーシップの羅針盤として協力
を進めています。

2019年6月に、世耕経済産業大臣は、G20軽井沢
会合において、アル＝ファーレフエネルギー・産業・
鉱物資源大臣と会談を行い、石油の安定供給、市場
の安定の重要性について確認するとともに、省エネ
ルギーや再生可能エネルギーといった幅広い分野で
の協力について議論を行いました。また、「日・サウジ・
ビジョン2030」に関しては、2019年6月と10月に関係
閣僚会合を東京にて開催し、エネルギーを含めた幅
広い分野での両国間の協力プロジェクトの進展や今
後の具体的なアクションについて議論を行いました。

②日UAE協力
アラブ首長国連邦（UAE）は、我が国にとって第2

位の原油供給国であり、日本企業も権益を保有し、
50年以上にわたり油田操業に参画してきました。
また、我が国の自主開発原油が最も集中している
など、我が国にとって極めて重要な資源国です。
我が国との間では、活発なハイレベル往来、エネ
ルギー分野を中心とした幅広い分野での協力を推
進してきました。

2019年4月、世耕経済産業大臣は東京にて、ジャー
ベル国務大臣兼アブダビ国営石油会社CEOと会談
を行いました。会談では、教育、医療、農業等の
エネルギーにとどまらない幅広い分野で協力して
いくことに合意し、二国間の経済エネルギー関係
をさらに深化させていくことで一致しました。

2019年10月、菅原経済産業大臣は東京にて、ジャー
ベル国務大臣兼アブダビ国営石油会社CEOと会談
を行いました。会談では、菅原大臣より日本への原
油の安定供給に対する謝意を伝え、石油・天然ガス
分野での協力について、上流開発分野のみならず、
幅広い協力が重要との認識を共有しました。また、
2018年4月に首脳間で合意された「包括的戦略的パー
トナーシップ・イニシアティブ（CSPI）」の下、構想
の具体化、協力分野の拡大に向けて、引き続き両国
間で緊密に連携していくことで一致しました。

2019年11月にUAEを訪問した松本経済産業副大臣
は、アブダビ国際石油展示会議（ADIPEC）に出席す
るとともに、ジャーベル国務大臣兼ADNOC・CEO
やマズルーイ・エネルギー産業大臣、ハルドゥーン・
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アブダビ執行関係庁長官といった政府要人との会談
を行いました。これらの会談では、国際エネルギー
情勢や地域情勢等について意見交換を行ったほか、
二国間のエネルギーを含む幅広い分野でのさらなる
協力を推進していくことで一致しました。

2020年1月、牧原経済産業副大臣はUAEを訪問し、
ワールド・フューチャー・エナジー・サミット

（WFES）に出席するとともに、ジャーベル国務大臣、
マズルーイ・エネルギー産業大臣といったUAE政
府要人や各国関係閣僚との会談を行いました。こ
れらの会談では、日本企業によるアブダビ新規探
鉱権益獲得に向けて働きかけを行うとともに、「日・
UAE包括的戦略的パートナーシップ・イニシアティ
ブ（CSPI）」構想の具体化、イノベーション協力など
の日UAEの協力分野拡大に向けて、経済産業省と
しても積極的に貢献する旨を伝え、引き続き両国
間で緊密に連携していくことで一致しました。ま
た、安倍総理とムハンマド皇太子の臨席のもと、
ジャーベル国務大臣との間で、共同石油備蓄事業
の拡充及び継続に係る合意文書の署名と交換を行
いました。また、ワールド・フューチャー・エナジー・
サミットにおいては、日本の優れたカーボンリサ
イクル技術を集め、日本パビリオンとして、世界
で初めての出展を行いました。

③日カタール協力
カタールは、世界第3位の天然ガス埋蔵量を有す

る資源国であるとともに、日本にとって原油、天然
ガスともに第3位の供給国です。

2019年9月には、経済産業省主催の第8回目となる
LNG産消会議2019への出席のため、アルカービ・エ
ネルギー担当国務大臣が来日し、LNG市場の発展に
向けた議論が行われました。2020年1月には、牧原経
済産業副大臣がカタールを訪問し、同大臣と会談を
行いました。会談では、牧原副大臣から中東地域の
緊張緩和に向けた働きかけを行うとともに、日本企業
も参画するカタール国内の具体的なLNGプロジェク
トやインフラプロジェクトについて議論しました。ま
た、今回の訪問を機に、日本とカタールのエネルギー
当局間の交流を深めていくことで一致しました。

④日露協力
ロシアは世界有数の産油・産ガス国であり、日露

間では、2016年5月の日露首脳会談にて安倍総理か
らプーチン大統領に提案した8項目の「協力プラン」
の下、エネルギーを含む8分野について幅広い協力

を行っています。2016年11月には、世耕経済産業
大臣とノヴァク・エネルギー大臣が議長となる「日
露エネルギー・イニシアティブ協議会」を設立し、
炭化水素、原子力、省エネ・再エネの各分野におい
て日露協力プロジェクトを推進しています。

2019年6月、世耕経済産業大臣は、訪日中のオレ
シュキン経済発展大臣と会談を行い、8項目の「協力
プラン」の下で創出された数多くのプロジェクトの
進捗を含む日露経済関係の進展について確認しまし
た。今後のさらなる発展に向けて、同プランの深化
と拡大のため、引き続き協議を加速することで一致
しました。

さらに同月末、安倍総理はG20大阪サミット参加
のため訪日中のプーチン大統領と通算26回目の日
露首脳会談を実施し、両首脳は、北極LNG2への日
本企業の参画に向けた投資の意思決定を含め、8項
目の「協力プラン」の具体化が進展していることを歓
迎しました。

日露首脳会談の前日には、世耕経済産業大臣は、
G20大阪サミット参加のため訪日中のリハチョフ・
ロスアトム総裁、ノヴァク・エネルギー大臣、オレシュ
キン経済発展大臣とそれぞれ会談を行いました。リ
ハチョフ・ロスアトム総裁とは日露原子力協定の範
囲内で行われている東京電力福島第一原子力発電所
廃炉に関する協力など、原子力分野等における二国
間の協力の進捗について確認しました。ノヴァク・
エネルギー大臣とは、両大臣が議長を務める第7回
日露エネルギー・イニシアティブ協議会を開催し、
炭化水素、原子力、省エネ・再エネの各分野におけ
るエネルギー協力の進捗について確認しました。ま
た、オレシュキン経済発展大臣との会談では、8項
目の「協力プラン」の成果の確認を行うとともに、「気
候変動及びエネルギー効率の向上に係る相互理解に
関する覚書」などに署名しました。

2019年9月、安倍総理と世耕経済産業大臣は、東
方経済フォーラム出席のためロシアを訪問しまし
た。安倍総理は、プーチン大統領との間で通算27
回目の日露首脳会談を実施しました。両首脳は、8
項目の「協力プラン」の具体的成果について確認し、
北極LNG2の最終投資決定等を歓迎しました。

日露首脳会談に先立ち、世耕経済産業大臣はオレ
シュキン経済発展大臣と会談を行い、8項目の「協力
プラン」の進捗を確認するとともに、個別プロジェ
クトが直面する課題等について議論しました。また、
両大臣立ち会いの下、西部ガス株式会社とノヴァテ
ク社が署名した「合弁会社設立に向けて協議を開始
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するための基本合意書」の交換が行われました。世
耕経済産業大臣は、ノヴァク・エネルギー大臣と北
極LNG2プロジェクトの最終投資決定を記念するセ
レモニーに出席し、同プロジェクトが日露協力の象
徴的案件であるとともに、北極海航路という新たな
LNG供給ルートを開拓し、アジア市場へのアクセ
スを可能とする極めて意義深いプロジェクトである
旨述べました。ノヴァク・エネルギー大臣との会談
では、両国のエネルギー分野での協力が著しいス
ピードで進んでいることについて、互いに謝意を述
べるとともに、炭化水素、原子力、再エネ・省エネ
の各分野での具体的な協力案件の進捗を確認し、今
後のさらなる推進について一致しました。その後、
共に東洋エンジニアリングとイルクーツク石油によ
る、イルクーツク州ウスチ・クートのエチレン及び
ポリエチレンプラントの工事管理サポート契約の署
名式に参加し、契約締結を歓迎しました。

さらに、世耕経済産業大臣とニコラエフ・サハ共
和国首長との会談では、サハ共和国において進展中
のエネルギー、インフラ、農業関係等のプロジェク
トについて意見を交わすとともに、日本とサハ共和
国とのさらなる経済関係強化に向けて連携していく
ことを確認しました。

⑤日モザンビーク協力
モザンビークは、良質な原料炭、天然ガス、レア

メタル等の天然資源が豊富に埋蔵されており、日本
への新たな供給源として期待され、我が国企業もモ
ザンビークにおけるLNGプロジェクトに参画して
います。

2019年9月、LNG産消2019への参加のため来日し
た、ザカリアス国家石油院総裁と牧原経済産業副大
臣が会談を行いました。会談の冒頭、牧原副大臣と
モライス駐日モザンビーク共和国大使が立ち合いの
もと、JOGMEC、国家石油院、同国国営石油会社
の三社による、同国における石油・天然ガス分野の
人材育成に関する署名交換式を行いました。また、
同会談では先方より、2019年6月に最終投資決定に
至った、我が国企業が参画するLNGプロジェクト
について、同企業への感謝が伝えられるとともに、
今後も石油・天然ガス分野を中心に、エネルギー分
野でさらなるパートナーシップを推進していくこと
で一致しました。

第２節
「環境と成長の好循環の実現」に向けた我が国の
エネルギー関連先端技術導入支援や国際貢献
世界のエネルギー需要の重心がアジアにシフトし

ていることや、エネルギー源の多様化、地球環境問
題への対応など、世界のエネルギーを巡る課題が拡
大、深化し、一層複雑化してきています。

こうした状況の中、我が国が厳しいエネルギー制
約の中で蓄積してきた技術やノウハウを世界に普及
していくため、こうした技術やノウハウを統合化し
て、再エネ及び省エネ技術、スマートコミュニティ
等のインフラという形で国際展開を推進していくこ
とが重要です。2019年においては、案件形成や実
証事業を進めることで、こうしたエネルギー・環境
分野での国際展開の取組を進めました。

また、途上国への温室効果ガス削減技術、製品、
システム、サービス、インフラ等の普及や対策実施
を通じ、実現した温室効果ガス排出削減・吸収への
日本の貢献を定量的に評価するとともに、日本の削
減目標の達成に活用するため、二国間クレジット制度
(JCM）の構築・実施に取り組みました。

さらに、2019年に閣議決定した「パリ協定に基づ
く成長戦略としての長期戦略」において「最終到達
点としての脱炭素社会」を掲げ、それを今世紀後半
のできるだけ早期に実現することを目指すととも
に、2050年までに80%の温室効果ガス排出量削減に
大胆に取り組むという野心的なビジョンを掲げまし
た。長期戦略で掲げた、ビジネス主導の非連続なイ
ノベーションを通じた「環境と成長の好循環」という
コンセプトと、それを支える①イノベーションの推
進②グリーン・ファイナンスの推進、③ビジネス主
導の国際展開・国際協力という3本柱はG20でも合
意し、政府間の共通認識となりました。国際的な
議論をリードしていくためにG20議長国としての機
会も活かし、2019年10月にグリーンイノベーショ
ン・サミットを中心として一連の国際会議（ICEF・
RD20・TCFDサミット）を開催しました。世界から、
政府だけでなく、産業界、金融界、研究者を動員
し、「環境と成長の好循環」の重要性について認識の
共有、取組の具体化を実施しました。

また、ビジネス環境整備をおこなうことで「環境
と成長の好循環」を促進するために、2019年9月、
ASEAN+3エネルギー大臣会合の下、CEFIA（Cleaner 
Energy Future Initiative for ASEAN）を立ち上げ、
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同年11月、第一回官民フォーラムをマニラで開催
しました。CEFIAでは、3要素（低炭素技術・制度・
ファイナンス）を一体としてプロジェクトを発展さ
せることに注力しており、今後、ASEAN+3政府だ
けでなく、研究機関、大学、企業、国際機関等との
連携をより促進させて参ります。

＜具体的な主要施策＞

１．案件形成・実証等の支援

（1）案件形成、事業実施可能性調査
○質の高いエネルギーインフラの海外展開に向けた
事業実施可能性調査事業 【2019年度当初：9.1億円】
省エネ・再エネ等に関する我が国の質の高いエネル

ギーインフラ技術の導入を通じて、世界のエネルギー
起源二酸化炭素の排出量を削減するために、同インフ
ラの導入に係る事業実施可能性調査を実施しました。

（2）人材育成等
○新興国等におけるエネルギー使用合理化等に資する
事業委託費 【2019年度当初：9.0億円】
省エネ・再エネに係る我が国の技術・システムの

普及支援のため、新興国を中心に、人材育成を通じ
た省エネ対策や再エネ導入に関する制度構築支援
や、各国動向調査、政策共同研究等を実施しました。

（3）我が国の技術・システムの実証
○エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の
国際実証事業 【2019年度当初：142.0億円】
省エネ・再エネの国際的な普及の観点から、我が

国の技術・システムについて、相手国政府・企業と
の共同実証を実施しました。さらに、実証成果を商
業ベースでの普及拡大につなげるため、相手国政府
による我が国の技術・システムの採用・活用を促す
等の各種普及支援についても実施しました。

（4）官民連携を核とした推進体制の強化
①スマートコミュニティ・アライアンス
「スマートコミュニティ」の取組が国際的に拡大す

る中で、我が国の優れたスマートグリッド関連技術を
中核としたスマートコミュニティ等の国際展開を促進
することは、我が国としての新たな成長産業の育成に
もつながります。このような背景から、海外展開や国
際標準を業種横断的に官民が連携して推進していく
ため、2010年に民間協議会団体の「スマートコミュニ
ティ・アライアンス」（事務局:新エネルギー・産業技

術総合開発機構（NEDO））が設立されました。具体的
取組としては、我が国発の技術・標準を活用したビ
ジネスの国内外への展開を目指して、国際戦略や国
際標準の観点からワーキンググループを設置し、国
内の関連機関とも連携しつつ、普及促進・啓発の実施、
スマートコミュニティ関連イベントでの講演、GSGF

（Global Smart Grid Federation）などの国際機関との連
携を強化しています。

②世界省エネルギー等ビジネス推進協議会
「世界省エネルギー等ビジネス推進協議会」は、

2008年、省エネ・再エネ分野での優れた技術を有
する我が国の企業・団体により発足しました。本協
議会は、38企業・20団体（2019年8月時点）で構成さ
れており、設立以来、政府と経済界が一体となって、
関連製品・技術を基にしたビジネスの国際展開を推
進しています。

具体的な活動内容としては、地域別・テーマ別に
ワーキンググループ等を組織し、（ア）官民ミッション
派遣等によるビジネス機会の獲得、（イ）市場分析や
プロジェクト発掘に向けた調査、（ウ）海外及び国内で
の展示会出展、（エ）関連製品・技術を取りまとめた「国
際展開技術集」の作成及び周知等を行いました。

２．�二国間クレジット制度(JCM）の推進

（1）JCMの構築・実施【制度】
2013年1月に、モンゴルとの間で初めてJCM実施に

係る二国間文書に署名したことを皮切りに、2020年3
月時点で17か国(モンゴル、バングラデシュ、エチオ
ピア、ケニア、モルディブ、ベトナム、ラオス、イン
ドネシア、コスタリカ、パラオ、カンボジア、メキシコ、
サウジアラビア、チリ、ミャンマー、タイ、フィリピン）
との間で、JCMを構築しました。

2019年12月に開催された国連気候変動枠組条約
第25回締約国会議(COP25）では、パートナー国の代
表者が出席したJCMパートナー国会合が開催され、
JCMの進捗を歓迎し、JCMプロジェクトのさらなる
形成と実施の支援を行うことを共有しました。

（2）JCMプロジェクトの形成の支援
①民間主導によるJCM等案件形成推進事業�
【2019年度当初：10.0億円】

JCMの導入に関する二国間文書に署名した相手
国において、優れた低炭素技術・製品等の導入によ
る温室効果ガス排出削減プロジェクトを民間主導で

第
９
章



第９章　総合的なエネルギー国際協力の展開

第３部　2019年度（令和元年度）においてエネルギー需給に関して講じた施策の状況

346 347

実施し、削減効果を測定・報告・検証することで、
地球温暖化対策技術の有効性を実証するとともに、
排出削減プロジェクトの発掘・組成を行い、相手国
での普及につなげるための事業を行いました。

②二国間クレジット取得等のためのインフラ整備調査
事業委託費 【2019年度当初：9.8億円】
JCMの意思決定機関である二国間合同委員会の

運営やクレジットを管理する登録簿等の制度の基盤
整備・運用を行うとともに、制度の円滑な運営のた
め、国内外の類似制度の調査や人材育成等の事業を
実施しました。

③二国間クレジット制度（JCM）基盤整備事業のうち
二国間クレジット制度（JCM）基盤整備等事業�
【2019年度当初：15.7億円】
JCMの効果的・効率的な実施、また、JCMプロジェ

クトの拡大とさらなる展開に向け、JCMの制度構築、
JCMに関する国際的な理解の醸成、JCMの実施対象
国の拡大に向けた取組、途上国における排出削減プ
ロジェクトの組成支援及びアジア等の途上国におけ
る都市間連携を活用した脱炭素化事業の実現支援を
行いました。

④�二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業�
【2019年度当初：81.0億円】
JCMに署名済み、または署名が見込まれる途上

国において、優れた脱炭素技術等を活用したCO2排
出削減設備・機器の導入プロジェクトへの資金支援
を実施しました。また、導入コスト高から採用が進
んでいない優れた脱炭素技術等がアジア開発銀行

（ADB）のプロジェクトで採用されるように、ADB
の信託基金を通じて、その追加コストを軽減する支
援を実施しました。

３．�「環境と成長の好循環」の実現に向けた
国際的な議論・取組

（1）エネルギー・環境技術のイノベーション
　　創出に向けた議論・国際連携の促進等
①�Innovation for Cool Earth Forum（ICEF）の開催
「Innovation for Cool Earth Forum（ICEF）」は、世

界の産学官のリーダーが一堂に会して技術イノベー
ションによる気候変動対策を協議することを目的と
して、安倍総理の提唱で2014年に発足した国際会議
です。2019年10月に開催した第6回年次総会では、「世

界のCO2排出量が減少に転じるためのイノベーショ
ンとグリーン・ファイナンス」をメインテーマに掲げ、
各国政府機関、産業界、学界、国際機関等の約70か国・
地域から1,000名以上が参加しました。3つの本会議
では、「産業・金融の脱炭素化イニシアチブ」、「グリー
ン水素の国際ネットワーク」及び「産業の脱炭素化」に
ついて講演とパネルディスカッションを実施しまし
た。分科会では、「CO2利用」、「再エネのグリッド接
続」などのCO2削減を可能とする技術の開発やその普
及を促進するための議論に加えて、「電動化モビリ
ティのシェアリングサービス・商業利用」、「都市化
と再エネ普及」など、社会システムを変革する可能性
を持つ分野についても議論しました。また、エネル
ギー・環境分野の優れた技術開発・政策事例を選出
するトップ10イノベーションを実施しました。さら
に、「産業用途熱の脱炭素化」のロードマップを作成
しCOP25のサイドイベントにて発表しました。

②RD20の開催
安倍総理の提唱により2019年に創設された「RD20

（Research and Development 20 for clean energy 
technologies ）」は、CO₂大幅削減に向けた非連続なイ
ノベーション創出に繋げるため、クリーンエネルギー
技術分野におけるG20の研究機関のリーダーを我が国
に集めた国際会議です。

第1回会合は、専門家ら約300名を集めて、2019
年10月に東京で開催しました。産業技術総合研究
所の理事長が議長を務め、G20各国から計22の研究
機関の代表らが会し、水素、CCUS技術を中心とし
たクリーンエネルギー技術に関する研究開発の現状
及び展望について、各機関間でプレゼンテーション
等を行いました。

第1回会合開催の結果、G20研究機関代表らから
の意見を「議長サマリー」として集約し発表するとと
もに、各国のクリーンエネルギー技術の開発動向を

「RD20 Now & Future」として文書に取りまとめ公表
しました。加えて産業技術総合研究所と6つの海外研
究機関間で研究協力覚書等の締結に至りました。

③ゼロエミッション国際共同研究センターの立ち上げ
2019年10月のグリーンイノベーション・サミッ

トにおいて、安倍総理が世界の英知を集結する「ゼ
ロエミッション国際共同研究拠点」の立ち上げを表
明したことを受け、2020年1月29日に国立研究開発
法人産業技術総合研究所はゼロエミッション国際共
同研究センターを設置しました。研究センター長に
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第２節　「環境と成長の好循環の実現」に向けた我が国のエネルギー関連先端技術導入支援や国際貢献
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は2019年ノーベル化学賞を受賞した吉野　彰博士
が就任しました。

当該センターにおいては、G20を中心とした国立
研究機関等（米、仏、独、EU他）と協力の下、再生
可能エネルギー、蓄電池、水素、CO2分離・利用、
人工光合成等、革新的環境イノベーション戦略の重
要技術の研究を実施し、ゼロエミッション社会を実
現するイノベーションの創出を目指します。

（2）グリーン・ファイナンスの推進
〇TCFDサミットの開催

気候変動対策に積極的に取り組む企業に対する
円滑なESG資金の供給を促すため、我が国は企業に
よる気候変動関連の取組を開示する枠組みである
TCFD（注）の考え方に基づく情報開示を推進して
おり、我が国のTCFD賛同機関数は250機関を超え、
世界最多となっています。2019年10月には、経済
産業省が主催、TCFDコンソーシアム（民間主導で
2019年5月に設立）、WBCSD（持続可能な開発の
ための世界経済人会議）が共催という形で、世界の
産業界や金融界のトップが一堂に会する世界初の

「TCFDサミット」を東京で開催し、投資家が企業の
開示情報を評価する際の視点を解説した「グリーン
投資ガイダンス」を公表いたしました。また、「気候
変動はリスクではなく事業機会と捉えるべき」「金融
機関は投資引き上げ（ダイベストメント）ではなく企
業への建設的対話（エンゲージメント）を強化すべ
き」「アジアにおいて継続的な経済発展を促進し、低
炭素社会への円滑な移行を後押しすることが必要」
等のメッセージを世界へ発信しました。
（ 注 ）TCFD（ 気 候 関 連 財 務 情 報 開 示 タ ス ク

フォース / Task Force on Climate-related Financial 
Disclosures）： G20の要請を受けた金融安定理事会

（FSB）が2015年に設置した民間主導のタスクフォー
ス。2017年6月に最終提言を公表し、気候関連のリ
スク・機会に関する任意の開示フレームワークを提
示した。

（3）ビジネス主導の国際展開・国際連携
〇第一回CEFIA官民フォーラムの開催

アジアにおいて最先端術の導入や普及を通じて、
全世界における温室効果ガス排出量の削減に貢献す
るために、2019年11月27日、マニラにおいて第一
回CEFIA官民フォーラムを開催しました。本フォー
ラムでは、多くの発表者が、低炭素技術導入と関連
する制度整備をセットで、かつ官民協働で取り組

むことでファイナンスに接続することが重要であ
ると強調し、今後のCEFIAを通じた活動への期待が
表明されました。特に、事務局であるACE（ASEAN 
Center for Energy）からは、CEFIAはASEAN+3の枠
組みであるASEANエネルギー協力行動計画（APAEC）
等のイニシアティブを補完し合うものであると、協力
体制について言及されました。さらに、フラッグシップ
プロジェクトとして、ZEB（Zero Emission Building）、
プラントや工 場 のIoT最 適 化を 図るIoT連 携 制 御
“RENKEI”についても紹介され、具体的な協力体制に
ついても、各国から期待が寄せられています。
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